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１．１  柏崎刈羽原子力発電所６／７号炉の概要


 

「重要な安全機能を有する施設及び常設重大事故等
 対処設備」を内包する建屋，屋外に設置する同施設・

 設備はT.M.S.L.+12mの敷地及びこれよりも高所に
 配置


 

循環水ポンプ，重要な安全機能を有する海水
 ポンプはタービン建屋地下に設置


 

重大事故等対処設備のうち可搬型設備は大湊側高台
 資材置場（T.M.S.L.+34m），荒浜側高台資材置場
 （T.M.S.L.+35m）に保管


 

各保管場所から６号炉，７号炉へのアクセスルート
 はT.M.S.L.+12mより高所に設定

アクセスルート

大湊側高台資機材置場荒浜側高台資機材置場

T.M.S.L.+34m

■
 

施設の概要

７号 ６号

免震

 
重要棟

淡水

 
貯水池

※Ｔ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.：

 
東京湾平均海面（旧称T.P.）

防護上の観点または機密に係わる事項を含む為，公開できません。
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１．２  既往の津波水位評価の概要（耐震バックチェック時）


 

日本海東縁部の地震による津波，敷地周辺海域の活断層による津波，潮位条件を踏まえて検討を実施した。

断層設定領域
（新潟～山形沖の領域）

日本海東縁部の地震活動域
（土木学会(2002) ）

日本海東縁部 敷地周辺海域の活断層

取水口前面における津波水位

日本海東縁部 海域活断層

最高水位 T.M.S.L.+3.3m～+3.0m T.M.S.L+2.1m～+1.9m

最低水位 T.M.S.L.-3.1m～-2.6m T.M.S.L.-3.5m～-3.3m


 

土木学会(2002)に示される日本海東
 縁部に想定される地震の基準断層モ
 デルによるパラメータスタディを実施


 

地点への影響を考慮して，土木学会
 (2002)に示される地震活動域のうち，
 新潟～山形沖の領域を対象


 

地震規模（Mw）は1993年北海道南
 西沖地震の津波を再現するモデル
 のMw7.84を下回らないようMw＝7.85

 に設定


 

2007年7月16日の新潟県中
 越沖地震発生後，発電所敷
 地前面海域において海上音
 波探査および海底地形調査
 などを実施した結果と，既往
 の調査結果（他機関の調査

 結果を含む）を基に敷地周
 辺海域における海域活断層

 を評価


 

敷地周辺海域の活断層に
 ついて数値シミュレーション
 を実施


 

土木学会(2002)の方法によ
 り，すべり量が一様な矩形

 断層モデルを適用

■ 耐震バックチェック



6

既往最大

 北海道南西沖
Ｍｗ＝7.84

これまでの評価
Ｍｗ＝7.85

既往最大規模の波源を地震調査
 研究推進本部(2003)が設定して

 いる地震の発生領域に配置

東北地方太平洋沖地震では地震調査研
 究推進本部が設定した地震の発生領域を

 またがって地震が発生したことを踏まえて，
 地震の発生領域の連動を考慮

不確かさ
 考慮モデル

Ｍｗ＝8.6

基本モデル
Ｍｗ＝8.4

日本海東縁部

Ｍｗ＝7.3→8.0

Ｍｗ＝7.6→7.9

佐渡島南方断層

 ～魚津断層帯

長岡平野西

 縁断層帯～

 十日町断層

 帯西部

敷地周辺海域の活断層

敷地に最も影
 響のある位置
 に配置

断層の離隔(5kmルール)や
 地質構造の観点から連動を
 考慮

より幅の広い専門家の意見
 等も踏まえ安全側に考慮

震源として考慮する活断層

これまでの評価

今回連動に追加


 

新規制基準を踏まえた評価では，日本海東縁部の地震，敷地周辺海域の活断層の地震について，連
 動の不確かさを安全側に考慮した。


 

海底地すべりによる津波についても検討を実施した。

１．３  新規制基準を踏まえた津波水位評価の比較

敷地に最も影
 響のある位置
 に配置
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●

約７km

●●●●

● ●●

取水口前面

港湾外側
からの遡上

１．４  新規制基準を踏まえた津波水位評価結果の概要

大湊側

荒浜側

※基準津波の策定位置：

施設や沿岸からの反射波の影響，大陸棚の斜面の影響が

 微小となる，水深１００ｍ（敷地の沖合約７ｋｍ）を選定

基準津波の
策定位置

（水深100m）

 取水口前面において最高水位及び最低水位となる波源を入力津波として選定した。
 基準津波は，入力津波として選定された波源からの津波について，沖合における水位を評価した。

 取水口前面における津波高さ
 

最大６．０ｍ
 港湾外側からの遡上高さ

 
最大８．５ｍ

日本海東縁部による津波

敷地周辺海域の活断層による津波 単位 ：

 
T.M.S.L.(m)

単位 ：

 
T.M.S.L.(m)

波源 組合せ １号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 ５号炉 ６号炉 ７号炉
基準
津波

基本
モデル

地震＋潮位 + 6.0 + 5.9 + 5.9 + 5.8 + 5.6 + 5.7 + 5.6 + 2.9

不確かさ
考慮モデル

地震＋潮位 - 4.9 - 5.3 - 5.3 - 5.3 - 5.1 - 5.1 - 5.1 - 4.0

荒浜側
基本モデル

＋海底地すべり
地震＋潮位

＋海底地すべり －

大湊側
不確かさ考慮モデル

＋海底地すべり
地震＋潮位

＋海底地すべり －

+ 7.3

+ 7.5

港湾外側からの
遡上

入
力
津
波

取水口前面
水位上昇側

取水口前面
水位下降側

波源 組合せ １号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 ５号炉 ６号炉 ７号炉
基準
津波

佐渡島南方断層
～魚津断層帯

地震＋潮位 + 5.2 + 5.1 + 5.1 + 4.9 + 4.4 + 4.4 + 4.4 + 2.4

長岡平野西縁断層帯
～十日町断層帯西部

地震＋潮位
＋海底地すべり - 4.8 - 4.8 - 4.7 - 4.6 - 4.5 - 4.5 - 4.5 - 6.6

荒浜側
佐渡島南方断層
～魚津断層帯

＋海底地すべり

地震＋潮位
＋海底地すべり －

大湊側
佐渡島南方断層
～魚津断層帯

＋海底地すべり

地震＋潮位
＋海底地すべり －

入
力
津
波

港湾外側からの
遡上

+ 8.5

+ 6.9

取水口前面
水位上昇側

取水口前面
水位下降側

*

*

＊最高水位または最低水位を与える組合せ



8

１．５  津波水位評価の検討方針


 

基準津波及び入力津波は，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，波源海域から敷地周辺までの海底地形，地質構造
 及び地震活動性等の地震科学的見地から想定することが適切なものとして策定する。


 

地震による津波のほか，地すべりによる津波など，地震以外の要因及びこれらの組合せによるものを複数選定し，
 不確かさを考慮して数値解析を実施して策定する。


 

新規制基準に従い，供用中に施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波を評価した。


 

津波水位評価の検討方針フローを下記に示す。

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の

地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定 ７．津波堆積物調査

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価

確認

反映

（３．２検討方針にて記述）
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２．文献調査

２．１  敷地周辺における既往津波

２．２  潮位条件

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の
地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価
反映

（３．２検討方針にて記述）

７．津波堆積物調査
確認
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２．１  敷地周辺における既往津波


 

敷地周辺における既往津波の被害状況及び日本海東縁部における津波の発生状況につい
 て，文献の調査を行った。

日本海沿岸に影響を及ぼした主な津波の一覧表
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２．１  敷地周辺における既往津波

敷地周辺において痕跡高が
 記録されている津波

津波の波源域

羽鳥（1994）に加筆

１８３３年の津波
 

（Mw7.82）

１９６４年新潟地震津波
 

（Mw7.35）

１９８３年日本海中部地震津波
 

（Mw7.74）

１９９３年北海道南西沖地震津波（Mw7.84）

敷地周辺において痕跡高が記録されている津波は，
 いずれも日本海東縁部を波源としている。

■ 敷地周辺において痕跡高が記録されている津波

注：Mwは土木学会（2002）による
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１９８３年日本海中部地震津波：敷地前面
 

約０.６ｍ

１９９３年北海道南西沖地震津波：敷地前面
 

約０.９ｍ

２００７年新潟県中越沖地震津波：

港外海象計
 

上昇量０.２７ｍ，下降量０.４４ｍ

２．１  敷地周辺における既往津波

■
 

発電所における記録

１８３３年の津波

・出雲崎２～３ｍ

１９６４年新潟地震津波

・出雲崎
 

約１.３ｍ

・柏崎
 

約１.５ｍ

・直江津
 

約１.１ｍ


 

敷地周辺における既往津波の痕跡高・観測値を整理した。


 

柏崎周辺の沿岸で観測された津波は最大で３ｍ程度である。


 

敷地周辺において，海底地すべり，陸上の斜面崩壊及び火山活
 動に伴う津波の記録は知られていない。

１９９３年北海道南西沖地震津波

・寺泊
 

約１.７ｍ

・大湊
 

約１.５ｍ

・敷地前面
 

約０.９ｍ

・米山海岸
 

約１.９ｍ

■
 

火山活動に伴う津波

●敷地周辺における記録は知られていない

●佐渡島では２～８ｍの津波高さが推定されている

■
 

海底地すべり及び陸上の斜面崩壊に伴う津波

●敷地周辺における記録は知られていない

■
 

地震による津波
直江津 

米山海岸 
柏崎

寺泊

出雲崎

大湊

発電所 

0 30km

0                           30km

▲

（1741年渡島大島津波）

１９８３年日本海中部地震津波

・寺泊
 

約０.５ｍ

・出雲崎
 

約０.６ｍ

・敷地前面
 

約０.６ｍ
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２．文献調査

２．１  敷地周辺における既往津波

２．２  潮位条件



14

1985 11 13 16 0.73
1986 8 30 6 0.71
1987 1 1 2 0.81
1988 7 1 14 0.54
1989 11 30 2 0.69
1990 12 27 14 0.75
1991 2 17 3 0.65
1992 12 14 1 0.74
1993 2 23 16 0.67
1994 9 20 15 0.72
1995 12 24 19 0.77
1996 6 19 14 0.76
1997 1 3 21 0.74
1998 11 17 16 0.83
1999 10 28 3 0.81
2000 2 9 4 0.97
2001 1 2 19 0.73
2002 10 28 5 0.76
2003 9 13 18 0.74
2004 8 20 5 1.05
2005 12 5 3 0.73
2006 11 7 17 0.78
2007 1 7 18 0.85
2008 2 24 5 0.73
2009 12 21 5 0.75
2010 11 10 3 0.91
2011 1 1 0 0.69
2012 4 4 5 0.73

発電所近傍における潮位の観測は，
 発電所の南西約１１ｋｍの観測地

 点「柏崎」（国土交通省国土地理
 院柏崎検潮所）で実施されている。

観測地点「柏崎」における過去５
 ８年（昭和３０年～平成２４年）
 の年最高潮位を表に示す。

最高潮位は2004年のＴ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.
 ＋１.０５ｍである。

２．２  潮位条件

■発電所近傍における潮位観測結果

年 月 日 時 潮位（ｍ）
1955 7 22 16 0.62
1956 12 5 17 0.93
1957 12 18 23 0.72
1958 8 21 6 0.65
1959 9 18 13 0.82
1960 1 5 20 0.69
1961 8 7 1 0.83
1962 8 4 7 0.79
1963 11 9 5 0.86
1964 11 23 19 0.78
1965 12 12 20 0.81
1966 12 1 1 0.73
1967 8 29 5 0.71
1968 1 14 17 0.71
1969 12 3 10 0.74
1970 12 4 6 0.84
1971 9 27 4 0.73
1972 12 2 0 0.96
1973 11 17 8 0.72
1974 11 18 20 0.78
1975 8 23 15 0.75
1976 10 29 21 0.97
1977 12 26 1 0.66
1978 8 3 13 0.69
1979 3 31 5 0.74
1980 10 26 17 0.88
1981 8 23 7 0.92
1982 10 25 3 0.70
1983 11 18 17 0.76
1984 8 23 2 0.81

年最高潮位

観測地点「柏崎」における年最高潮位

※Ｔ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.：

 
東京湾平均海面（旧称T.P.）
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２．２  潮位条件

■朔望満潮位・朔望干潮位の整理（平成15年４月～平成20年４月）
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潮

位
T
.
M
.
S
.
L
.
(
ｍ

)

最低潮位 T.M.S.L.-0.43ｍ

朔望平均満潮位

 
T.M.S.L.+0.48ｍ

最高潮位 T.M.S.L.+1.05ｍ

各月の朔望満潮位の推移 各月の朔望干潮位の推移

朔望平均干潮位

 
T.M.S.L.-0.02ｍ


 

最高潮位
 

Ｔ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.＋１.０５ｍ


 

朔望平均満潮位
 

Ｔ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.＋０.４８ｍ


 

平均潮位
 

Ｔ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.＋０.２４ｍ


 

朔望平均干潮位
 

Ｔ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.－０.０２ｍ


 

最低潮位
 

Ｔ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.－０.４３ｍ


 

潮位条件は，国土交通省国土地理院の「柏崎検潮所」におけるデータを整理した。


 

津波水位評価では，朔望平均満潮位，平均潮位，朔望平均干潮位を適用した。

なお，津波の影響が含まれた水位としては，
 

昭和39年新潟地震津波のＴ.Ｍ.Ｓ.Ｌ.＋1.80ｍの記録がある。（土木学会，1966）
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３．地震による津波

３．１
 
数値シミュレーション手法

３．２
 
地震による津波の検討方針

３．３
 
敷地周辺海域の活断層による津波

３．４
 
日本海東縁部の地震による津波

３．５
 
潮位条件の重ね合わせ

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の
地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価
反映

（３．２検討方針にて記述）

７．津波堆積物調査
確認
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■
 

計算条件

３．１  数値シミュレーション手法

■
 

基礎方程式

■
 

基礎方程式及び計算条件

基礎方程式は，非線形長波（浅水理論）を用いた。

各計算項目における計算条件は，表のとおりとした。

項項

 
目目 計算条件

計算時間間隔計算時間間隔 C.F.L.条件を満たすように0.2秒に設定

潮位条件潮位条件 T.M.S.L.

 
+0.24

 
m（平均潮位）

基礎方程式及び数基礎方程式及び数

 値計算スキーム値計算スキーム
非線形長波理論（浅水理論）に基づく後藤・小川

 (1982)の方法

沖側境界条件沖側境界条件 後藤・小川(1982)の自由透過の条件

陸側境界条件陸側境界条件
・敷地周辺：（計算格子間隔80m～5m）の領域は小谷

 ほか(1998)の陸上遡上境界条件
・それ以外は完全反射条件

越流境界条件越流境界条件 越流を本間公式（1940）や相田公式(1977)で考慮

海底摩擦係数海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n

 
=

 
0.03 m-1/3s）

水平渦動粘性係数水平渦動粘性係数 考慮していない（Kh

 
=

 
0）

初期条件初期条件
Mansinha

 
and Smylie(1971)の方法により海底面の鉛

 直変位分布を求めて初期水位として与えている

計算時間計算時間 ４時間
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３．１  数値シミュレーション手法

1964年新潟地震津波

   

1983年日本海中部地震津波

断層長さ 断層幅 すべり量 上縁深さ 走向 傾斜角 すべり角

L(km) W(km) D(m) d(km) θ(ﾟ) δ(ﾟ) λ(ﾟ)

1964年
新潟地震

7.43 65 20 3.85 0.0 194 56 90
東電

オリジナル
モデル

40 30 7.60 2.0 22 40 90

60 30 3.05 3.0 355 25 80

備考

相田
（1984）
Model-10

Mw

1983年
日本海

中部地震
7.74

既往地震の断層モデル


 

既往津波の対象は，文献調査結果を踏まえ，震源
 が発電所敷地に近く，痕跡高が比較的多く揃って
 いる，以下の２地震を選定した。


 

1964年新潟地震


 

1983年日本海中部地震


 

既往津波の断層モデルは，1964年新潟地震津波
 では当社作成のモデルを，1983年日本海中部地
 震津波では相田（1984）の「Model-10」を用
 いた。

■既往津波の再現性の確認

既往津波に対する数値シミュレーションを行
 い，再現性を確認することにより，数値シ

 ミュレーション手法の妥当性を確認する。
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３．１  数値シミュレーション手法

Ｋ＝1.01

κ＝1.42

 

0

2

4

6

8

10

12

14

0 50

津
波

高
(m

)

既往津波高

計算津波高

柏崎刈羽原子力発電所

 
地域 データ数 K κ 

新潟県～秋田県 47 1.008 1.364 

 

山
形

県

秋
田

県

新
潟

県

■1964年
 

新潟地震津波の再現性

Ｋ＝1.01

κ＝1.36 再現性評価の指標が適合条件
 を満足しており，良好な再現
 性を確認し，数値シミュレー
 ション手法は妥当なものと判
 断した。


 

再現性の評価の指標として，痕跡高と数値シミュレーションにより計算
 された津波高との比から求める幾何平均Ｋ及びバラツキκを用いた。


 

再現性の目安としては，土木学会（2002）より，次のとおり示されて
 いる。０.９５＜Ｋ＜１.０５

 
，κ＜１.４５

i

n

in



log1log

1

2
1

22

1
)(log)(log1log









 i

n

in


i
i H

R i

ここに，

Ｒi

 

：ｉ番目の地点の観測値（痕跡高）

Ｈi

 

：ｉ番目の地点の数値シミュレー

ションによる津波高

ｎ：データ数

0

2

4

6

8

10

12

14

0 50 100 150 200 250

津
波

高
(m

)

既往津波高

計算津波高

柏崎刈羽原子力発電所

石
川
県

山
形
県

秋
田
県

青
森
県

富
山
県

新
潟
県

地域 データ数 K κ 
石川県～青森県 248 1.011 1.422 

■1983年
 

日本海中部地震津波の再現性
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３．１  数値シミュレーション手法


 

水深と津波の周期から推定さ
 れる津波の波長をもとに，長
 谷川ほか（1987）の方法を
 参考として，空間格子間隔を
 １４４０mから５ｍとした。

■ 空間格子間隔

水深に応じて必

 要な格子サイズ

 （本図は周期７

 分の場合）

500
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３．１  数値シミュレーション手法

津波数値シミュレーションのフロー津波数値シミュレーションのフロー

③津波の伝播
④発電所における水位評価

津波の伝播

①地震に伴う地殻変動（隆起・沈降）の発生
②海水面の上昇または下降

食い違いの弾性論により計算

隆起・沈降した海底地形を用いて，
 非線形長波理論により計算

浅水変形や回折も考慮

潮位＋

水位変動量（地殻変動考慮）

地震前の敷地・機器等の標高
潮位

潮位＋地殻変動量

最高水位

最低水位

比較可能

①地震に伴う地殻変動（隆起または沈降）の発生

②海水面の上昇または下降

③津波の伝播

④発電所における水位評価

津波数値シミュレーションの結果の整理にあたっては，地殻変動量を考慮して整理した。

■ 地殻変動量の考慮
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３．地震による津波

３．１  数値シミュレーション手法

３．２  地震による津波の検討方針

３．３  敷地周辺海域の活断層による津波

３．４  日本海東縁部の地震による津波

３．５  潮位条件の重ね合わせ
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３．２  地震による津波の検討方針

基本モデル
 海域の活断層調査

 に基づくケース

地震規模の不確かさ
 活断層の連動を考慮
 したケース

基本モデル
 断層長さ230km

 波源特性の不確かさ（位置，
 走向，傾斜角）を考慮

地震規模の不確かさ
 断層長さ350km

 波源特性の不確かさ（位
 置，傾斜角）を考慮

すべり分布の
 不均質性を

 考慮したケース

3.3
 

敷地周辺海域の活断層による津波 3.4
 

日本海東縁部の地震による津波

水位上昇側・水位下降側それぞれの最大ケースを抽出水位上昇側・水位下降側それぞれの最大ケースを抽出

すべり角及び断層上縁深さのパラメータを変動させたケース

潮位条件の考慮（上昇側は朔望平均満潮位，下降側は朔望平均干潮位）

取水口前面における水位上昇量・水位下降量が最大となるケースを抽出
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３．地震による津波

３．１
 

数値シミュレーション手法

３．２
 

地震による津波の検討方針

３．３
 

敷地周辺海域の活断層による津波

３．４
 

日本海東縁部の地震による津波

３．５
 

潮位条件の重ね合わせ

基本モデル
 海域の活断層調査

 に基づくケース

地震規模の不確かさ
 活断層の連動を考慮
 したケース

3.3
 

敷地周辺海域の活断層による津波

水位上昇側・水位下降側それぞれの最大ケースを抽出

潮位条件の考慮

（上昇側は朔望平均満潮位，下降側は朔望平均干潮位）

取水口前面における水位上昇量・水位下降量が

最大となるケースを抽出

すべり角及び断層上縁深さのパラメータを

変動させたケース

Ｐ．25，26

Ｐ．27，28

Ｐ．29，30

Ｐ．31
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３．３  敷地周辺海域の活断層による津波

敷地周辺海域の活断層分布図


 

基本モデルとして，敷地周辺海域における活断層調査結果
 に基づく地震について津波数値シミュレーションを行った。


 

検討対象と波源のモデル化方法を以下に示す。

○
 

活断層調査結果に基づく地震を基本モデルとした。

○
 

波源のモデル化（スケーリング則）は，

①土木学会（2002）（以下，「土木学会手法」という）

②地震調査研究推進本部（2009）

（以下，「強震動予測レシピ」という）

上記の２種類の方法を用いた。

Ｆ－Ｄ断層～高田沖断層

Ｆ－Ｂ断層

米山沖断層

佐渡島南方断層

佐渡島棚東縁断層

長岡平野西縁断層帯（角田・弥彦断層～気比ノ宮断層
 ～片貝断層）

■ 基本モデル
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３．３  敷地周辺海域の活断層による津波
■波源のパラメータ：海域活断層の基本モデル

諸元の定義（土木学会，2002）

d

敷地周辺海域の活断層分布図

地質調査結果に基づき，断層の位置・長さ・傾斜角を設定した。

長岡平野西縁部断層帯は傾斜角の不確かさとして，35°，50°の２ケースを設定した。

断層上縁深さは，土木学会手法を参考とし，０kmとした。

すべり角は，主応力軸の方向に基づき，断層面の走向・傾斜角にしたがって設定した。

地震発生層の厚さは，土木学会手法では15km，強震動予測レシピでは17kmとした。
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３．３  敷地周辺海域の活断層による津波

５断層連動モデル

長岡平野西縁断層帯

長岡十日町連動モデル
 

～
 

山本山断層

～
 

十日町断層帯西部

佐渡島南方断層
 

～
 

Ｆ－Ｄ断層
 ～

 
高田沖断層

 
～

 
親不知海脚西縁断層

 ～
 

魚津断層帯

５断層連動モデル

長岡十日町連動モデル

連動の不確かさを安全側に考慮して，活断層の連動を考
 慮した検討を行うこととし，「５断層連動モデル」及び
 「長岡十日町連動モデル」を検討した。

○波源のモデル化（スケーリング則）は，土木学会手法
 及び強震動予測レシピを用いた。

敷地周辺海域の活断層分布図

■ 地震規模の不確かさ
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３．３  敷地周辺海域の活断層による津波

波源モデルの諸元（５断層連動モデル） 波源モデルの諸元（長岡十日町連動モデル）

諸元の定義（土木学会，2002）

d

■波源のパラメータ：活断層の連動を考慮したモデル

５断層連動モデル

長岡十日町連動モデル

敷地周辺海域の活断層分布図



29

３．３  敷地周辺海域の活断層による津波

敷地周辺海域の活断層分布図

佐渡島棚

東縁断層

佐渡島棚

東縁断層

長
岡
平
野
西
縁
断
層
帯

■海域活断層の地震に係る数値シミュレーション結果（基本モデル）

強震動

予測

レシピ
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３．３  敷地周辺海域の活断層による津波

５断層連動モデル※１

長岡十日町連動モデル※２

敷地周辺海域の活断層分布図

海域活断層の

 水位下降側

 最大ケース

海域活断層の

 水位上昇側

 最大ケース

※１佐渡島南方断層

 
～

 
Ｆ－Ｄ断層

 ～

 
高田沖断層

 
～

 
親不知海脚西縁断層

 ～

 
魚津断層帯

※２

 
長岡平野西縁断層帯

 
～

 
山本山断層

～

 
十日町断層帯西部

■海域活断層の地震に係る数値シミュレーション結果（連動を考慮）

強震動

予測

レシピ

強震動

予測

レシピ
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３．３  敷地周辺海域の活断層による津波

■
 

取水口前面
 

水位上昇側
 

最大ケース

５断層連動モデル
 

強震動予測レシピスケーリング

■
 

取水口前面
 

水位下降側
 

最大ケース

長岡十日町連動モデル
 

傾斜角３５°

強震動予測レシピスケーリング

水位上昇・水位下降それぞれについて，海域の
 活断層による津波の最大ケースを選定した。

計５ケースの検討を追加

計５ケースの検討を追加


 

海域の活断層による津波のうち，水位上昇側最大は「５断層連動モデル」，水位下
 降側最大は「長岡十日町連動モデル」となった。


 

それぞれについて，「すべり角」と「上縁深さ」のパラメータスタディを実施した。

５断層連動モデル

長岡十日町連動モデル

敷地周辺海域の活断層分布図
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３．地震による津波

３．１
 

数値シミュレーション手法

３．２
 

地震による津波の検討方針

３．３
 

敷地周辺海域の活断層による津波

３．４
 

日本海東縁部の地震による津波

３．５
 

潮位条件の重ね合わせ

地震規模の不確かさ
 断層長さ350km

 波源特性の不確かさ（位
 置，傾斜角）を考慮

すべり分布の
 不均質性を

 考慮したケース

3.4
 

日本海東縁部の地震による津波

水位上昇側・水位下降側それぞれの最大ケースを抽出

基本モデル
 断層長さ230km

 波源特性の不確かさ（位置，
 走向，傾斜角）を考慮

潮位条件の考慮

（上昇側は朔望平均満潮位，下降側は朔望平均干潮位）

取水口前面における水位上昇量・水位下降量が

最大となるケースを抽出

すべり角及び断層上縁深さのパラメータを

変動させたケース

Ｐ．35

Ｐ．36
Ｐ．37

Ｐ．38～40

Ｐ．41
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３．４  日本海東縁部の地震による津波

地震調査推進本部（2003）に加筆

柏崎刈羽
原子力発電所

■

■
 

日本海東縁部に想定される地震

日本海東縁部の想定波源図

日本海東縁部の大地震活動域の既往最大Mw


 

地震調査研究推進本部（2003），土木学会手法等の知見を参
 考とした。


 

歴史津波のうち地震規模が最も大きいのは，1993年北海道南
 西沖地震津波である。


 

津波の基準断層モデルは，土木学会（2002）に示されている。

【断層長さ131km，Ｍｗ7.84】

海域 発生年 津波モデルのMw
既往最大Mw

(=Mmax)
「地震本部」による
地震規模（信頼度）

北海道北西沖
(E0)

なし － － M7.8程度(D)

北海道西方沖
(E1-1)

1940 7.7 7.7 M7.5前後(B)

北海道南西沖
(E1-2)

1993 7.8 7.8 M7.8前後(B)

青森県西方沖
(E1-3)

1983 7.7 7.7 M7.7前後(B)

秋田県沖
(E2-1)

なし － － M7.5程度(C)

山形県沖
(E2-2)

1833 7.8 7.8 M7.7前後(B)

新潟県北部沖
(E2-3)

1964 7.5 7.5 M7.5前後(B)

佐渡島北方沖
(E3)

なし － － M7.8程度(D)

北海道北西沖

北海道西方沖

北海道南西沖

青森県西方沖

秋田県沖

山形県沖

新潟県北部沖

佐渡島北方沖

既往最大の地震津波
1993年北海道南西沖

最大Mw7.84
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３．４  日本海東縁部の地震による津波

１領域モデル
断層長さ230km
最大Mw8.4

２領域モデル
断層長さ350km
最大Mw8.6

土木学会モデル
断層長さ131km
最大Mw7.85

地震調査推進本部（2003）に加筆

柏崎刈羽
原子力発電所

■

既往最大の地震津波
1993年北海道南西沖

最大Mw7.84


 

日本海東縁部の既往の地震は，記録が限られていることを踏
 まえ，安全評価上，想定する地震規模を設定した。


 

基本モデルは，地震調査研究推進本部（2003）の評価対象
 領域の区分において，佐渡島北方沖が一度の地震で活動する
 ものとして断層長さを設定した。（以下，「１領域モデル」
 という）

 【断層長さ230km，最大Ｍｗ8.4】


 

すべり分布の不確かさとして，１領域モデルについて，アス
 ペリティモデルの検討を行った。


 

地震規模（断層の長さ，幅，すべり量）の不確かさとして，
 佐渡島北方沖と青森県西方沖の領域が連動するものとして断
 層長さを設定した。（以下，「２領域モデル」という）

 【断層長さ350km，最大Ｍｗ8.6
 

】


 

波源のモデル化（スケーリング則）は，土木学会手法及び強
 震動予測レシピを用いた。

日本海東縁部の想定波源図
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３．４  日本海東縁部の地震による津波

柏崎刈羽
原子力発電所

不確かさの検討例

N


 

佐渡島北方沖，秋田県沖，山形県沖及び新潟県北部沖の範囲における，
 「断層の位置」，「走向」及び「傾斜角」の不確かさの組合せを考慮し
 た。（１２０ケース）


 

地震発生層の厚さは，土木学会手法では１５ｋｍ，強震動予測レシピで
 は２０ｋｍとした。

諸元の定義（土木学会，2002）

d

■
 

波源のパラメータ：基本モデル（１領域モデル，断層長さ230km）
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３．４  日本海東縁部の地震による津波


 

基本モデル（１領域モデル）のうち，水位上昇側が最大
 となる「断層の位置」「走向」及び「傾斜角」の組合せ
 ケースについて，すべり分布の不確かさとして，アスペ
 リティモデルの検討を行った。（７ケース）


 

アスペリティは，根本ほか（2009）を参考とし，すべ
 り量を平均すべり量の２倍とする領域を全断層面積の

 25%に設定した。


 

ただし，Manighetti
 

et al.(2007)を参考に，すべり量
 の上限を20mとした。

Manighetti
 

et al.(2007)

①
②

③
④

⑤
⑥

⑦アスペリティ位置
 （網掛け部）を

 L/8(約29km)ずつ移動

N

柏崎刈羽
原子力発電所

長大な断層の事例を含む地表地震断層の長さと地震時のずれ量の関係
不確かさの検討

■
 

波源のパラメータ：基本モデル（アスペリティモデル）
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３．４  日本海東縁部の地震による津波

地震規模（断層の長さ，幅，すべり量）の不確かさを考慮した２領域モデル（断層長さ350km）の
 波源のパラメータを以下に示す。

領域の範囲における「断層の位置」及び「傾斜角」の不確かさの組合せを考慮した。（２４ケース）

不確かさの検討例

柏崎刈羽
原子力発電所

N

■
 

波源のパラメータ：地震規模の不確かさモデル（２領域モデル，断層長さ350km）
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３．４  日本海東縁部の地震による津波

日本海東縁部の
 水位上昇側

 最大ケース

本表中の※

 水位下降側
 最大ケース

※
 

２領域モデルのケースの方が，本表での検討ケースよりも大きい

柏崎刈羽
原子力発電所

N

＊上昇側・下降側の最大ケースが同一

日本海東縁部の地震に係る数値シミュレーション結果（１領域モデル）

強震動

予測

レシピ

強震動

予測

レシピ
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３．４  日本海東縁部の地震による津波

N

柏崎刈羽
原子力発電所

⑤

N

柏崎刈羽
原子力発電所

⑦

日本海東縁部の地震に係る数値シミュレーション結果（アスペリティモデル）



40

３．４  日本海東縁部の地震による津波

日本海東縁部の
 水位下降側

 最大ケース

本表中の※

 水位上昇側
 最大ケース

※
 

１領域モデルのケースの方が，本表での検討ケースよりも大きい

柏崎刈羽
原子力発電所

N

柏崎刈羽
原子力発電所

N

日本海東縁部の地震に係る数値シミュレーション結果（２領域モデル）

強震動

予測

レシピ

強震動

予測

レシピ
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３．４  日本海東縁部の地震による津波

■
 

取水口前面
 

水位上昇側
 

最大ケース

１領域モデル
 

強震動予測レシピスケーリング

■
 

取水口前面
 

水位下降側
 

最大ケース

２領域モデル
 

強震動予測レシピスケーリング

水位上昇・水位下降それぞれについて，日本海
 東縁部による津波の最大ケースを選定した。

計４ケースの検討を追加

計４ケースの検討を追加

日本海東縁部による津波のうち，水位上昇側最大は「１領域モデル」，
 水位下降側最大は「２領域モデル」となった。

それぞれについて，「すべり角」と「上縁深さ」のパラメータスタ
 ディを実施した。

日本海東縁部の想定波源図
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３．地震による津波

３．１
 
地震による津波の検討方針

３．２
 
数値シミュレーション手法

３．３
 
敷地周辺海域の活断層による津波

３．４
 
日本海東縁部の地震による津波

３．５
 
潮位条件の重ね合わせ

基本モデル
海域の活断層調査
に基づくケース

地震規模の不確かさ
活断層の連動を考慮

したケース

基本モデル
断層長さ230km

波源特性の不確かさ（位置，
走向，傾斜角）を考慮

地震規模の不確かさ
断層長さ350km

波源特性の不確かさ（位
置，傾斜角）を考慮

すべり分布の
不均質性を

考慮したケース

3.3 敷地周辺海域の活断層による津波 3.4 日本海東縁部の地震による津波

水位上昇側・水位下降側それぞれの最大ケースを抽出水位上昇側・水位下降側それぞれの最大ケースを抽出

すべり角及び断層上縁深さのパラメータを変動させたケース

潮位条件の考慮（上昇側は朔望平均満潮位，下降側は朔望平均干潮位）

取水口前面における水位上昇量・水位下降量が最大となるケースを抽出
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３．５  潮位条件の重ね合わせ

最大となる波源モデルの諸元（海域の活動層） 最大となる波源モデルの諸元（日本海東縁部）


 

潮位条件との重ね合わせを考慮するため，海域の活断層及び日本海東縁部の地震による津波それぞれの最大ケースに
 ついて，計算開始潮位を上昇側は朔望平均満潮位（T.M.S.L.+0.48m），下降側は朔望平均干潮位

 （T.M.S.L.-0.02m）として数値シミュレーションを実施した。

水位上昇・水位下降それぞれに
 ついて，最大ケースを評価した。

荒浜側
 遡上域

大湊側
 遡上域● ● ●●

● ●●

取水口前面
1 2 3 4

7 6 5

取水口前面における最高水位及び最低水位（地震による津波に潮位を重ね合わせ）
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敷地周辺海域の活断層による津波：水位上昇側最大ケース

■
 

５断層連動モデル

朔望平均満潮位T.M.S.L.＋0.48mを考慮
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最高水位：T.M.S.L.＋4.4m

最高水位：T.M.S.L.＋5.2m

最高水位：T.M.S.L.＋5.1m

最高水位：T.M.S.L.＋5.1m

最高水位：T.M.S.L.＋4.9m 最高水位：T.M.S.L.＋4.4m

最高水位：T.M.S.L.＋4.4m



4545

敷地周辺海域の活断層による津波：水位下降側最大ケース

■
 

長岡十日町連動モデル（傾斜角35°）

朔望平均干潮位T.M.S.L.－0.02mを考慮
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最低水位：T.M.S.L.－4.4m

最低水位：T.M.S.L.－4.7m

最低水位：T.M.S.L.－4.6m

最低水位：T.M.S.L.－4.6m

最低水位：T.M.S.L.－4.5m 最低水位：T.M.S.L.－4.4m

最低水位：T.M.S.L.－4.5m
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日本海東縁部の地震による津波：水位上昇側最大ケース

■
 

１領域モデル

朔望平均満潮位T.M.S.L.＋0.48mを考慮

最高水位：T.M.S.L.＋5.7m

最高水位：T.M.S.L.＋6.0m

最高水位：T.M.S.L.＋5.9m

最高水位：T.M.S.L.＋5.9m

最高水位：T.M.S.L.＋5.8m 最高水位：T.M.S.L.＋5.6m

最高水位：T.M.S.L.＋5.6m
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日本海東縁部の地震による津波：水位下降側最大ケース

■
 

２領域モデル

朔望平均干潮位T.M.S.L.－0.02mを考慮

最低水位：T.M.S.L.－5.1m

最低水位：T.M.S.L.－4.9m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m 最低水位：T.M.S.L.－5.1m

最低水位：T.M.S.L.－5.1m
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４．地震以外の要因による津波

４．１  海底地すべりによる津波

４．２  陸域の斜面崩壊による津波

４．３  火山現象による津波

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の
地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価
反映

（３．２検討方針にて記述）

７．津波堆積物調査
確認
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（１）文献調査結果


 

敷地周辺海域における海底の地形・地質に関す
 る主な文献は以下のとおり。


 

文献によると，敷地周辺海域の敷地から半径約
 80kmの範囲には，海底地すべり地形は指摘さ
 れていない。

①
 

日本周辺海域の中新世最末期以降の地質
 構造発達史（徳山ほか，2001）

②
 

新潟沿岸域20万分の1海底地質図説明書
 （海陸シームレス地質情報，新潟沿岸域，

 数値地質図S-2）（井上ほか，2011）

③
 

佐渡島南方海底地質図（岡村ほか，
 1994）

④
 

佐渡島北方海底地質図（岡村ほか，
 1995）

⑤
 

能登半島東方海底地質図（岡村，2002)

文献による海底地すべり位置

②

③

④

⑤
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（２）海底地すべり地形の抽出


 

敷地周辺の海域（半径100kmを目安）を対象と
 して海底地形判読を実施し，地すべり地形を抽出
 した。


 

地形陰影図の作成には，海底地形デジタルデータ
 Ｍ7000シリーズ（日本水路協会）を用いた。


 

海底地すべり地形の判読に際しては，既往の研究
 における海底地すべり地形の形状やタイプを参照
 し，馬蹄形・円弧形などの滑落崖，不規則な凹凸
 を示す崩壊物堆積域（移動土塊）を抽出した。

海底地形陰影図
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（２）海底地すべり地形の抽出

海底地すべり判読結果

拡大図①

拡大図②

拡大図③

LS-7群

LS-8群


 

判読の結果，敷地の西方沖に４つの
 海底地すべり地形を抽出した。

 （LS-1，LS-2，LS-3，LS-4）


 

敷地から遠方の西北西沖に２つの海
 底地すべり地形を抽出した。（LS-
 5，LS-6）


 

敷地から佐渡島を挟んで反対側の海
 底に，複数の海底地すべり地形を抽
 出した。（LS-7群，LS-8群）


 

抽出した地形の拡大図を次ページに
 示す。
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（２）海底地すべり地形の抽出

拡大図① 拡大図②

拡大図③

LS-7群

LS-8群

LS-5
LS-6

LS-2

LS-3

LS-1

LS-4
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（３）詳細検討の対象とする海底地すべり地形の絞り込み


 

LS-5及びLS-6は，LS-1～LS-4と比べると，体積は大きくは
 変わらず，敷地からの距離は明らかに遠いため，敷地への影響

 はLS-1～LS-4よりも小さいものと考えられる。


 

LS-4は，LS-2及びLS-3と比べると，体積はやや小さく，敷
 地からの距離が３割ほど遠いことから，敷地への影響はLS-3よ

 りも小さいものと考えられる。


 

以上のことから，LS-1～LS-３を海底地すべり津波の詳細検討
 の対象として抽出した。

海底地すべり地形の位置図

海底地すべり地形の概略パラメータ抽出結果一覧表

■対象の絞り込み


 

海底地すべり地形について，面積，体積，敷地からの距離等の概略
 パラメータから対象とする海底地すべりを選定した。
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（４）海底地すべり地形の復元

崩壊物の向き


 

海底地すべりLS-1～LS-3を対象に，津波数値シ
 ミュレーション用の復元地形を作成した。

復元方法は，以下のとおり


 

馬蹄形を呈する滑落崖と，その前方に地形の高まり
 や地形コンターの乱れを呈する崩壊物堆積域を抽出
 した。


 

すべり線は，急崖部と崩壊物が堆積していない前方
 の地形面とを，滑らかに接続することで推定した。
 ここでは，急崖部には地すべり崩壊物は堆積してい
 ないものと想定した。


 

地すべり発生前の地形の復元は，緩傾斜面の崩壊物
 堆積域を覆うように復元することとし，周辺地形の
 標高等を参照し，地すべり崩壊域の谷地形を埋める
 ことで推定した。

滑落崖および移動土塊

土塊の移動方向
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（４）海底地すべり地形の復元：ＬＳ－１

復元前 復元後

Ⅰ Ⅰ’

Ⅰ

Ⅰ’

滑落崖および移動土塊

土塊の移動方向

凡例

復元後の地形

想定したすべり線

現地形

縦横比１：５
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（４）海底地すべり地形の復元：ＬＳ－２

復元前 復元後

Ⅱ Ⅱ’

Ⅱ

Ⅱ’

滑落崖および移動土塊

土塊の移動方向

凡例

復元後の地形

想定したすべり線

現地形

縦横比１：５
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（４）海底地すべり地形の復元：ＬＳ－３

復元前 復元後

凡例

復元後の地形

想定したすべり線

現地形

Ⅲ Ⅲ’

Ⅲ

Ⅲ’

滑落崖および移動土塊

土塊の移動方向

縦横比１：５
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（５）数値シミュレーション
 
①Watts らの予測式に基づく手法


 

海底地すべりによる津波の数値シミュレーションは，Watts et al.（2005）の予測式に基づく手法と，二層流モデル
 （Maeno

 
and Imamura，2007）に基づく手法の２通りとした。

■
 

Watts
 

et al.（2005）の予測式に基づく手法

■
 

数値シミュレーションの検討方針

Grilli

 
and

 
Watts（2005）

20
SS 

T
bR
8

2



10 




 mC

g
Rt

S0 ：特性距離

0 ：特性津波波長
2

x 0gdt00 

R：曲率半径

x：ガウス分布間距離

R
S02

：回転角

：崩壊部比重

 
b：崩壊部長さ

 
T：崩壊部厚さ

w：崩壊部幅

 
d：崩壊部水深

 
：斜面勾配

 
g：重力加速度

Cd ：抗力係数 (=0) Cm ：付加質量係数 (=1) S：移動距離

, ：形状パラメータ ( =3)

t0 ：特性時間

     1135.047.1sin
sin

131.0 39.0
63.025.1

02,0 








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




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
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




 




R
b

d
b

b
TSD












0

2,03,0 


w
w

DD

  
































 
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
















 













2

0

0

2

0

0

0

02

min

3,0 expexpsech,










xxxxx

w
yyyx D

0,2D ：波源振幅（現象が２次元的な場合）

0,3D ：波源振幅（現象が３次元的な場合）

(x, y)：初期水位波形

min ：振幅を除く右辺の最大値


 

復元した海底地すべり地形に基づき，Watts et al.
 （2005）の予測式に基づく数値シミュレーションを

 実施した。


 

Watts et al.（2005）では，実験や海底地すべりの
 数値解析モデルの再現性が確認されている。
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設定値 設定根拠

γ 崩壊部比重 2.0 松本ら(1998)を参照

b (m) 崩壊部長さ 4700 復元後の地形図から判読

T (m) 崩壊部厚さ 120 崩壊部頂点における崩壊深さ

w (m) 崩壊部幅 8700 復元後の地形図から判読

d (m) 初期の崩壊部水深 740 崩壊部頂点の水深

θ (deg) 斜面勾配 6.6 崩壊部の斜面勾配

S (m) 移動距離 1800
堆積域が不明瞭なため，崩壊部上

 端点から堆積部上端点までの距離

T’ (m) 堆積部厚さ 50 地すべり地形より設定

S0 (m) 特性距離 900

R (m) 曲率半径 23010

⊿φ (rad) 回転角 0.078

t0 (s) 特性時間 84

λ0 (m) 特性津波波長 7147

⊿X (m) ガウス分布間距離 3574

κ’ 形状パラメータ 0.74
崩壊部厚さT=120m，堆積部厚さ

 T’=50mの比から，上昇側振幅=下

 降側振幅×0.42として設定

59

Ｔ

d

b

S

θ

(ｍ)

LS-1 地すべり地形断面図

N

柏崎刈羽原子力発電所

上昇側

下降側

2.69m

1.48m

0,2D

0,3D

20 SS 

 TbR 82

RS02

   10   mCgRt

gdt  00

20X

波源振幅の推定値

初期水位分布

予測式パラメータ■
 

ＬＳ－１
凡例

復元後の地形

想定したすべり線

現地形

(m)

縦横比１：5

（５）数値シミュレーション
 
①Watts らの予測式に基づく手法
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(ｍ)

[(

)

Ｔ

d

b

θ

S

60

N

柏崎刈羽原子力発電所

上昇側

下降側

LS-2 地すべり地形断面図

設定値 設定根拠

γ 崩壊部比重 2.0 松本ら(1998)を参照

b (m) 崩壊部長さ 6800 復元後の地形図から判読

T (m) 崩壊部厚さ 130 崩壊部頂点における崩壊深さ

w (m) 崩壊部幅 4000 復元後の地形図から判読

d (m) 初期の崩壊部水深 710 崩壊部頂点の水深

θ (deg) 斜面勾配 3.4 崩壊部の斜面勾配

S (m) 移動距離 1800
堆積域が不明瞭なため，崩壊部上

 端点から堆積部上端点までの距離

T’ (m) 堆積部厚さ 70 地すべり地形より設定

S0 (m) 特性距離 900

R (m) 曲率半径 44462

⊿φ (rad) 回転角 0.040

t0 (s) 特性時間 117

λ0
(m) 特性津波波長 9732

⊿X (m) ガウス分布間距離 4866

κ’ 形状パラメータ 0.81
崩壊部厚さT’130m，堆積部厚さ

 T’=70mの比から，上昇側振幅=下

 降側振幅×0.54として設定

1.84m

0.54m

0,2D

0,3D

20 SS 

 TbR 82

RS02

   10   mCgRt

gdt  00

20X

波源振幅の推定値

初期水位分布

予測式パラメータ■
 

ＬＳ－２
凡例

復元後の地形

想定したすべり線

現地形

(m)

（５）数値シミュレーション
 
①Watts らの予測式に基づく手法

縦横比１：5
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Ｔ

d

S

θ

b

(ｍ)

[(

)
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N

柏崎刈羽原子力発電所

上昇側

下降側

LS-3 地すべり地形断面図

設定値 設定根拠

γ 崩壊部比重 2.0 松本ら(1998)を参照

b (m) 崩壊部長さ 4500 復元後の地形図から判読

T (m) 崩壊部厚さ 150 崩壊部頂点における崩壊深さ

w (m) 崩壊部幅 4500 復元後の地形図から判読

d (m) 初期の崩壊部水深 710 崩壊部頂点の水深

θ (deg) 斜面勾配 6.8 崩壊部の斜面勾配

S (m) 移動距離 900
堆積域が不明瞭なため，崩壊部上

 端点から堆積部上端点までの距離

T’ (m) 堆積部厚さ 130 地すべり地形より設定

S0 (m) 特性距離 450

R (m) 曲率半径 16875

⊿φ (rad) 回転角 0.053

t0 (s) 特性時間 72

λ0 (m) 特性津波波長 5995

⊿X (m) ガウス分布間距離 2998

κ’ 形状パラメータ 0.95
崩壊部厚さT=150m，堆積部厚さ

 T’=130mの比から，上昇側振幅=

 下降側振幅×0.87として設定

1.80m

0.77m

0,2D

0,3D

20 SS 

 TbR 82

RS02

   10   mCgRt

gdt  00

20X

波源振幅の推定値

初期水位分布

予測式パラメータ■
 

ＬＳ－３
凡例

復元後の地形

想定したすべり線

現地形

(m)

（５）数値シミュレーション
 
①Watts らの予測式に基づく手法

縦横比１：5
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（６）数値シミュレーション  ②二層流モデルに基づく手法

計算条件


 
復元した海底地すべり地形に基づき，二層流モデル

 （Maeno
 

and Imamura，2007）に基づく数値シミュ
 レーションを実施した。

上層（海水）

下層（土砂）
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■
 

パラメータ設定：下層（土砂）の密度ρ2

下層の密度
ρ2

 

(g/cm3)
設定根拠

1.25 Maeno
 

& Imamura (2007)の鬼界カルデラ噴火時の解析での設定値

1.8

・海上音波探査記録によると，LSｰ1～LS-3の移動土塊は，主に海域の層序区分でＢｕ
 層に相当し，Ｂｕ層は陸域の層序区分で安田層・番神砂層などに相当する。

・敷地におけるボーリング調査の結果から，湿潤密度は安田層が1.76，番神砂層が1.84
 であることを確認している。

・LSｰ1～LS-3の密度は，平均的に1.8程度と推定される。

2.0 松本ら(1998) の1741年渡島大島火山津波の再現計算での設定値


 

下層（土砂）の密度の設定については下表の値が考えられる。


 
1.25は火砕流の値として設定されており，海底地すべりの崩壊物の密度としては小さいものと考えられる。


 

敷地における実測値である1.8程度が最も現実に近い値と考えられる。

（６）数値シミュレーション  ②二層流モデルに基づく手法

二層流解析で算定される津波水位は，一般に崩壊物密度が大きいほど，高くなる傾向があることを踏まえ，保守
 的な値として2.0と設定した。
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■
 

パラメータ設定：下層（土砂）の底面粗度係数n2

下層の底面粗度係数
n2

 

(m-1/3･s)
設定根拠

0.12 Kawamata
 

et al.(2005)および今村ら(2001)の実験の再現計算での設定値

0.40 Kawamata
 

et al.(2005)の1741年渡島大島火山津波の再現計算での設定値

0.08 Maeno
 

& Imamura (2007)の鬼界カルデラ噴火時の解析での設定値


 

下層（土砂）の底面粗度係数の設定については下表の値が考えられる。


 
実現象を対象としてて設定された値には，0.08または0.40がある。


 

日本海側での検討事例であることを踏まえると，0.40が現実に近い値と考えられる。

（６）数値シミュレーション  ②二層流モデルに基づく手法

■初期下層（土砂）層厚の設定

初期土砂層厚の設定例（LS-3）

二層流解析では底面粗度係数の設定値が小さいほど，下層の動きが速くなり波源で振幅が大きい津波が発生する
 ため，算定される津波水位は高くなる傾向があることを踏まえ，保守的な値として0.08と設定した。


 

復元地形と地すべり面から，初期土砂層厚＝復元地形の
 標高－地すべり面の標高として作成した。


 

この設定は，以下の点から保守的な設定と考えられる。
・判読される地すべり土塊を覆う復元地形を想定している

 ことから，移動土塊の体積を大きめに想定している。
・複数回の地すべりで形成された可能性があるところ，１

 回の地すべりで形成されたものとして設定している。

下層の初期層厚

縦横比１：5
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■土砂層厚の時系列推移

地すべり面と現地形，各時刻における土砂層厚の比較

（６）数値シミュレーション  ②二層流モデルに基づく手法

LS-1

LS-2

LS-3

移動土塊は，現地形を包絡するよ
 うに移動していることから，初期
 土砂層厚の設定では，土塊の体積
 が大きめに想定されており，保守
 的な設定であることを確認した。

II’

II

III’

III

抽出断面の位置


 

数値シミュレーションの結果に
 ついて，各時刻における土砂層
 厚の時系列推移を整理した。

Ⅰ Ⅰ’

Ⅱ Ⅱ’

Ⅲ Ⅲ’

縦横比約１：７
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（７）数値シミュレーション結果
■

 
数値シミュレーション結果（平均潮位からの水位変動量）


 

発電所における最大水位は二層流モデルに基づく手法の方が大きいこと，ならびに，Wattsらの手法は予測式である
 が二層流モデルの手法は土塊の移動を解析上考慮しており，より精度が高いと考えられることから，以降の検討は二
 層流モデルに基づく手法で実施する。


 

なお，二層流モデルの検討は，パラメータ設定の保守性を考慮するため，保守的なパラメータ設定を使用した。

・現実的パラメータ設定
 

下層（土砂）の底面粗度係数＝0.40，下層（土砂）の密度＝1.8

・保守的パラメータ設定
 

下層（土砂）の底面粗度係数＝0.08，下層（土砂）の密度＝2.0

手法 地すべり

最大水位[m]
６号炉取水口

 前面[m]
７号炉取水口

 前面[m]

最大水位上昇量
最大水位

 下降量
位置

最大

 水位

 上昇量

最大

 水位

 下降量

最大

 水位

 上昇量

最大

 水位

 下降量
取水口

 前面
位置

荒浜側

 遡上域
大湊側

 遡上域

Watts

LS-1 +0.56 1号炉 +0.91 - -0.62 1号炉 +0.39 -0.43 +0.34 -0.37

LS-2 +0.46 1号炉 +1.31 - -0.44 1号炉 +0.42 -0.29 +0.35 -0.27

LS-3 +0.51 5号炉 +1.48 - -0.37 1号炉 +0.46 -0.33 +0.35 -0.25

二層流

LS-1 +2.39 1号炉 +5.62 +4.58 -2.26 1号炉 +2.04 -1.97 +1.68 -1.93

LS-2 +3.12 1号炉 +5.90 +3.94 -3.14 1号炉 +2.79 -2.92 +2.62 -2.79

LS-3 +3.12 1号炉 +5.22 +4.66 -3.83 1号炉 +3.00 -2.68 +2.71 -2.59

時刻歴波形の例：Watts et al.（2005）の予測式に基づく手法 時刻歴波形の例：二層流モデルに基づく手法

LS-2 LS-2
最大水位上昇量：＋0.46m

最大水位下降量：－0.44m

最大水位上昇量：＋3.12m

最大水位下降量：－3.14m
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（７）数値シミュレーション結果

最高水位及び最低水位（地すべりによる津波に朔望平均潮位を考慮）


 

海底地すべりによる津波のうち，二層流モデルの手法に
 おける最大ケースについて，計算開始潮位を上昇側は朔
 望平均満潮位（T.M.S.L.+0.48m），下降側は朔望平均

 干潮位（T.M.S.L.-0.02m）として，最高水位及び最低
 水位を評価した。

■
 

シミュレーション結果（朔望潮位を考慮）

水位上昇・水位下降それぞれについて，最大ケースを評価した。

荒浜側
 遡上域

大湊側
 遡上域● ● ●●

● ●●

取水口前面
1 2 3 4

7 6 5
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（７）数値シミュレーション結果

■
 

LS-2（海底地すべりによる津波：水位上昇側最大ケース）

朔望平均満潮位T.M.S.L.＋0.48mを考慮

最高水位：T.M.S.L.＋3.3m

最高水位：T.M.S.L.＋3.6m

最高水位：T.M.S.L.＋3.6m

最高水位：T.M.S.L.＋3.5m

最高水位：T.M.S.L.＋3.4m 最高水位：T.M.S.L.＋3.2m

最高水位：T.M.S.L.＋3.3m
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（７）数値シミュレーション結果

■
 

LS-3（海底地すべりによる津波：水位下降側最大ケース）

朔望平均干潮位T.M.S.L.－0.02mを考慮

最低水位：T.M.S.L.－2.6m

最低水位：T.M.S.L.－3.8m

最低水位：T.M.S.L.－3.6m

最低水位：T.M.S.L.－3.4m

最低水位：T.M.S.L.－3.3m 最低水位：T.M.S.L.－2.6m

最低水位：T.M.S.L.－2.7m
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４．地震以外の要因による津波

４．１  海底地すべりによる津波

４．２  陸域の斜面崩壊による津波

４．３  火山現象による津波
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４．２
 
陸域の斜面崩壊による津波

 （１）敷地周辺陸域における地すべり地形

柏崎刈羽
 原子力発電所

■


 

敷地周辺陸域において，地すべりならびに斜面崩
 壊による歴史津波の記録は知られてない。


 

検討の対象は，防災科学技術研究所（2004）に
 おいて，敷地周辺陸域の発電所から半径約10km
 範囲の海岸付近における地すべり地形とした。


 

その結果，海沿いに地すべり地形が示されている
 ものの，規模が小さいこと，ならびに，発電所側
 を向いていないことから，斜面崩壊に伴う津波の
 影響は小さいものと考えられる。
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４．２
 
陸域の斜面崩壊による津波

 （２）佐渡島における地すべり地形

SD-1
SD-2

SD-3

SD-5


 

佐渡島は，敷地から約50km以上離れているも
 のの，佐渡島南岸は，佐渡海峡を挟んで敷地と
 相対する位置にあたる。


 

防災科学技術研究所（2004）によると，佐渡
 島南岸において，海沿いに地すべり地形が示さ
 れている。


 

比較的規模の大きい地すべり地形として５箇所
 を抽出した。

■地すべり地形の抽出

SD-4

右図の範囲



73

４．２
 

陸域の斜面崩壊による津波
 （２）佐渡島における地すべり地形


 

５箇所の地すべり地形について，Huber et al.(1997)の予測式による評価を実施した。


 

発電所での全振幅は，最も大きいSD-5で約3.7mとなった。


 

この他の地すべりに伴う津波の影響は，SD-5を上回ることはないものと考えられることから，SD-5を対象として空
 中写真判読を実施し，地形の詳細分析を行った上で，TITAN-2Dによる土砂崩壊シミュレーションを行い，二層流モ
 デルによる津波数値シミュレーションを実施した。

■Huberの予測式による検討

3
2

1

2
12

1

1

3
2cossin88.02











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


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










d
rM

d
H

w

s




2
1bd

VsM 

【Huber
 

et al.(1997)による水深と波高の関係式】

H1

ｒ
  4

1
2112 ddHH 

Huber
 

et al.(1997)に加筆

H１

 

：発生位置での全振幅

H2

 

：敷地前面での全振幅

ｄ１

 

：発生位置の水深

ｄ２

 

：敷地前面の水深

Ｖｓ：体積

ｒ：敷地全面までの距離

α：傾斜角

γ：進行角

地すべり
地形

L
長さ
(m)

W
幅

（ｍ）

H
高低差

(m)

D
推定厚さ

(m)

概略体積

（ｍ3）

発電所
までの
距離
(km)

α
すべり面
傾斜角
（°）

γ
進行角
（°）

d1
突入位置

水深
(m)

H1
発電所での

全振幅
(m)

ｄ2
発電所前面

水深
（m）

H2
水深差を考慮
した発電所で

の
全振幅

(m)

SD-1 1,300 750 175 75 73,125,000 51 28 20 15 1.3 10 1.4

SD-2 600 1,050 65 35 22,050,000 51 28 22 15 0.6 10 0.6

SD-3 4,000 400 350 40 64,000,000 51 28 16 15 1.7 10 1.8

SD-4 900 600 165 60 32,400,000 63 28 65 70 1.3 10 2.1

SD-5 2,350 700 475 70 115,150,000 67 28 55 60 2.4 10 3.7

※推定厚さD：高速道路調査会（1985）に従い設定
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４．２
 
陸域の斜面崩壊による津波

 （２）佐渡島における地すべり地形

■SD-5：土砂崩壊シミュレーション（TITAN-2D）


 

SD-5について空中写真判読を実施し，地形の詳細分析
 を行い，すべり面形状を推定した。


 

不確かさの考慮として，防災科学技術研究所（2004）
 が示す３つの地すべり土塊の連動の可能性を考慮した。


 

推定したすべり面形状を用いて，TITAN-2Dによる土砂
 崩壊シミュレーションを行った。

現況地形 推定したすべり面

断面図
縦横比１：１
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（参考）土砂崩壊シミュレーション（TITAN-2D）手法の概要


 

TITAN-2Dは，岩屑なだれ・火砕流等の多数の粒子の集合体からなる連続体とみなし，その流動に関して重力を駆
 動力とする運動方程式を数値的に解いている。


 

主に陸上の山体崩壊等に用いられ，基盤岩の一部が力学的な安定を失って崩壊する現象の再現に適している。
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４．２
 
陸域の斜面崩壊による津波

 （２）佐渡島における地すべり地形

■SD-5：津波数値シミュレーション（二層流モデル）


 

SD-5について，TITAN-2Dによる土砂崩壊シミュレーション結果を
 用い，二層流モデル（Maeno

 
and Imamura，2007）による津波数

 値シミュレーションを実施した。


 

計算条件はＰ62に同じ。

■津波数値シミュレーション結果（平均潮位からの水位変動量）

陸域の斜面崩壊による津波の影響は，小さいものと考えられる。


 

取水口前面における水位変動量は，最大水位上昇量が＋0.89m，最大
 水位下降量が－1.02mである。


 

この変動量は，海底地すべりによる津波の最大水位上昇量の＋3.12m，
 最大水位下降量の－3.83mと比べて有意に小さい。


 

このため，地震による津波と地震以外の要因による津波の組み合わせ
 検討における，地震以外の要因による津波の検討対象として，海底地
 すべりによる津波を選定した。

取水口前面水位 遡上域水位

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 ５号炉 ６号炉 ７号炉 荒浜側 大湊側

上昇側 0.89 0.89 0.82 0.77 0.83 0.76 0.67 2.58 2.58

下降側 -0.87 -0.74 -0.65 -0.63 -1.02 -0.92 -0.79 － －

単位：T.M.S.L. [m]

荒浜側
 遡上域

大湊側
 遡上域● ● ●●

● ●●

取水口前面
1 2 3 4

7 6 5
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４．地震以外の要因による津波

４．１  海底地すべりによる津波

４．２  陸域の斜面崩壊による津波

４．３  火山現象による津波
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４．３  火山現象による津波

敷地周辺において海底火山の存在は認められ
 ない。（海上保安庁（2013），産業技術総
 合研究所（2013））

柏崎刈羽原子力発電所

産業技術総合研究所（2013）に加筆

渡島大島

柏崎刈羽原子力発電所

左図拡大範囲
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４．３  火山現象による津波


 

敷地から遠方ではあるものの，1741年の津波は，渡島大島の火山活動に伴う山
 体崩壊による津波とされている。


 

敷地周辺において，この津波の記録は知られていない。


 

佐渡島での津波高さは，２～８ｍと推定されている。（佐竹・加藤，2002）


 

比較のため，津波高さが推定されている各地点における，数値シミュレーション
 により検討した地震による津波の高さを整理した。

１７４１年渡島大島津波が，敷地へ到達した可能性は否定できないものの，数値シミュレーション
 により検討した地震による津波は，津波高さが推定されている各地点で，推定津波高さを十分に上
 回っていることを確認した。

このため，火山現象による津波の影響は，地震による津波の影響を下回るものと判断される。

地点名

1741年渡島大島津波

の推定高さ（ｍ）

（佐竹・加藤，2002）

地震による津波のパラメータスタディ

沿岸における
 最大津波高さ（ｍ）

波源

鷲崎 ５ １６．１ 日本海東縁部（１領域モデル）

両津 ８ １７．７ 日本海東縁部（１領域モデル）

水津 ２ １９．７ 日本海東縁部（１領域モデル）

相川 ４ ８．４ 日本海東縁部（２領域モデル）

▲

●
●

●

●

柏崎刈羽原子力発電所

鷲崎

両津

水津相川
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５．地震による津波と海底地すべりによる津波の組合せ

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の
地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価
反映

（３．２検討方針にて記述）

７．津波堆積物調査
確認
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
 

地震単独の津波の波形と，地す
 べり単独の津波の波形を，10

 秒単位でずらし，線形で足し合
 わせ※。


 

ずらす時間は，地震動が海底地
 すべり位置に到達するのに要す
 る時間，及び海底地すべり位置
 での地震動の継続時間を考慮。


 

足し合わせの最大ケースを抽出
 し，地すべり開始時間を設定。

５．地震による津波と海底地すべりによる津波の組合せ

地震（海域の活断層，日本海東縁部）による津波 海底地すべり（LS-1，LS-2，LS-3）による津波

取水口前面波形

取水口前面において最高水位及び最低水位となる津波

地震と海底地すべりの組合せ検討（同一の波動場における数値計算）

取水口前面波形

地震動により海底地すべりが発生することを想定

※潮位の重複加算を避けるため，地震による津

 波は朔望潮位からの，海底地すべりによる津

 波はT.M.S.L.±0mからの水位上昇量とした。

●

地すべりによる津波

地震による津波

地震の継続時間分の範囲内で時間をず

 らし，最大となる組み合わせを抽出

▽地震発生

▽

 
▽

 
▽

 
地すべりの発生

●
○○

地震動の到達

 に要する時間

＋

地震の

 継続時間
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５．地震による津波と海底地すべりによる津波の組合せ

地震，地すべり及び潮位の組合せの最高水位及び最低水位

地震，地すべり及び潮位の組合せ条件

水位上昇・水位下降それぞれについて，
 地震津波と地すべり津波との組合せ最大
 ケースを評価した。


 

地震による津波と海底地すべりによる
 津波の組合せでは，地震動の継続時間
 を考慮した。


 

潮位条件との重ね合わせを考慮するた
 め，計算開始潮位を上昇側は朔望平均
 満潮位（T.M.S.L.+0.48m），下降側

 は朔望平均干潮位
 （T.M.S.L.-0.02m）とした。

地震単独の津波の波形と，地すべり
 単独の津波の波形を，10秒単位で

 ずらし，線形で足し合わせ。

ずらす時間は，地震動が海底地すべ
 り位置に到達するのに要する時間，
 及び海底地すべり位置での地震動の
 継続時間を考慮。

足し合わせの最大ケースを抽出。

地震による津波と地すべりによる津
 波を，同一の波動場にて数値計算。
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海域の活断層＋地すべり（水位上昇側最大ケース）

■
 

５断層連動モデル
 

＋
 

ＬＳ－２

朔望平均満潮位T.M.S.L.＋0.48mを考慮

最高水位：T.M.S.L.＋4.4m

最高水位：T.M.S.L.＋5.2m

最高水位：T.M.S.L.＋5.1m

最高水位：T.M.S.L.＋5.0m

最高水位：T.M.S.L.＋4.9m 最高水位：T.M.S.L.＋4.5m

最高水位：T.M.S.L.＋4.4m
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日本海東縁部＋地すべり（水位上昇側最大ケース）

■１領域モデル
 

＋
 

ＬＳ－２

朔望平均満潮位T.M.S.L.＋0.48mを考慮

最高水位：T.M.S.L.＋5.6m

最高水位：T.M.S.L.＋5.5m

最高水位：T.M.S.L.＋5.5m

最高水位：T.M.S.L.＋5.4m

最高水位：T.M.S.L.＋5.3m 最高水位：T.M.S.L.＋5.5m

最高水位：T.M.S.L.＋5.6m
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海域の活断層＋地すべり（水位下降側最大ケース）

■
 

長岡十日町連動モデル
 

＋
 

ＬＳ－３

朔望平均干潮位T.M.S.L.－0.02mを考慮

最低水位：T.M.S.L.－4.5m

最低水位：T.M.S.L.－4.8m

最低水位：T.M.S.L.－4.8m

最低水位：T.M.S.L.－4.7m

最低水位：T.M.S.L.－4.6m 最低水位：T.M.S.L.－4.5m

最低水位：T.M.S.L.－4.5m
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日本海東縁部＋地すべり（水位下降側最大ケース）
■

 
２領域モデル

 
＋

 
ＬＳ－３

朔望平均干潮位T.M.S.L.－0.02mを考慮

最低水位：T.M.S.L.－5.1m

最低水位：T.M.S.L.－4.8m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m 最低水位：T.M.S.L.－5.1m

最低水位：T.M.S.L.－5.1m
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６．基準津波・入力津波の評価

６．１  入力津波

６．２  取水路の水理特性による水位変動

６．３  基準津波

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の
地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価
反映

（３．２検討方針にて記述）

７．津波堆積物調査
確認
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６．１  入力津波

このうち


 

荒浜側遡上域最大は，「地震と地すべりの組合せによる津波」のうち，
 海域活断層（５断層連動モデル）とＬＳ－２の組合せケース。


 

大湊側遡上域最大は，「地震と地すべりの組合せによる津波」のうち，
 日本海東縁部（２領域モデル）とＬＳ－３の組合せケース。


 

「地震による津波」「地すべりによる津波」「地震による津波と海底地すべりによる津波の組合せ」の中から，取水
 口前面において最高水位及び最低水位となるケースを選定した。


 

上昇側最大は，「地震による津波」のうち，日本海東縁部（１領域モデル）のケース。


 

下降側最大は，「地震による津波」のうち，日本海東縁部（２領域モデル）のケース。

日本海東縁部の想定波源図

NN

水位上昇側
水位下降側

地震による津波

海底地すべりによる津波

地震と地すべりの組合せによる津波

遡上しない
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６．１  入力津波

上昇側最大ケースの時刻歴波形：日本海東縁部（１領域モデル）

「地震による津波」のうち，日本海東縁部（１領域モデル）
 について時刻歴波形を示す。（3.5章のケースに同じ）

■
 

上昇側最大ケース

● ● ●●

● ●●

取水口前面
1 2 3 4

7 6 5

最高水位：T.M.S.L.＋5.7m

最高水位：T.M.S.L.＋6.0m

最高水位：T.M.S.L.＋5.9m

最高水位：T.M.S.L.＋5.9m

最高水位：T.M.S.L.＋5.8m 最高水位：T.M.S.L.＋5.6m

最高水位：T.M.S.L.＋5.6m



9090

６．１  入力津波

下降側最大ケースの時刻歴波形：日本海東縁部（２領域モデル）

「地震による津波」のうち，日本海東縁部（2領域モデル）
 について時刻歴波形を示す。（3.5章のケースに同じ）

■
 

下降側最大ケース

● ● ●●

● ●●

取水口前面
1 2 3 4

7 6 5

最低水位：T.M.S.L.－5.1m

最低水位：T.M.S.L.－4.9m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m

最低水位：T.M.S.L.－5.3m 最低水位：T.M.S.L.－5.1m

最低水位：T.M.S.L.－5.1m
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６．１  入力津波

最大水位上昇量分布

取水口前面上昇側最大ケース：

日本海東縁部（１領域モデル）

取水口前面下降側最大ケース：

日本海東縁部（２領域モデル）

最大水位下降量分布

※全水深10cm以下を露出域（灰色部）として表示

0.4
0.8
1.2
1.6
2.0
2.4
2.8
3.2
3.6
4.0
4.4
4.8
5.2
5.6
6.0
6.4
6.8
7.2
7.6
8.0

(T.M.S.L. m)

-0.4
-0.8
-1.2
-1.6
-2.0
-2.4
-2.8
-3.2
-3.6
-4.0
-4.4
-4.8
-5.2
-5.6
-6.0
-6.4
-6.8
-7.2
-7.6
-8.0

(T.M.S.L.m)

入力津波（上昇側最大ケース，下降側最大ケース）のそれぞれについて，水位分布
 （最大水位上昇量分布，最大水位下降量分布）を示す。

T.M.S.L.+6.0m
 １号炉取水口前面

T.M.S.L.-5.3m
 ４号炉取水口前面
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【参考】遡上域最大水位ケース

荒浜側遡上域最大水位ケース：

海域の活断層（５断層連動モデル）＋地すべり（LS-2）

最大水位上昇量分布

0.4
0.8
1.2
1.6
2.0
2.4
2.8
3.2
3.6
4.0
4.4
4.8
5.2
5.6
6.0
6.4
6.8
7.2
7.6
8.0

（T.M.S.L. m）

大湊側遡上域最大水位ケース：

日本海東縁部（２領域モデル）＋地すべり（LS-3）

最大水位上昇量分布

T.M.S.L.+8.5m
 荒浜側遡上域

港湾外側からの遡上として，荒浜側遡上域・大湊側遡上域のそれぞれについて，最大
 水位上昇量分布を示す。

T.M.S.L.+7.5m
 大湊側遡上域
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６．基準津波・入力津波の評価

６．１  入力津波

６．２  取水路の水理特性による水位変動

６．３  基準津波
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６．２  取水路の水理特性による水位変動

計算領域
取水口～スクリーン室～取水路～取水ピット～取水路分岐～

 補機取水路

計算時間間隔Δt 0.005秒

取水条件

CWP（循環水ポンプ）

 
：

 
停止

RSW（原子炉補機冷却海水ポンプ）

 
：

1,800(m3/h/台) ×

 
6 台

TSW（タービン補機冷却海水ポンプ）：

 
停止

摩擦損失係数
(マニングの粗度

 係数)

n=0.02m－1/3･s

貝の付着代 貝代10cmを考慮

局所損失係数

電力土木技術協会(1995)：
火力･原子力発電所土木構造物の設計－補強改訂版－

千秋信一(1967)：発電水力演習，
土木学会(1999)：水理公式集［平成11年版］による

貯留堰 津波数値シミュレーションに反映

入力津波
上昇側：日本海東縁部（１領域モデル）
下降側：日本海東縁部（２領域モデル）

初期水位
上昇側：朔望平均満潮位（T.M.S.L+0.48m）
下降側：朔望平均干潮位（T.M.S.L.-0.02m）

計算時間 地震発生から4時間

開水路の連続式と運動方程式

  0







x
Q

t
A 0

2x
1 ||

3/4

22




































g
vv

f
R

vvngA
x
HgA

A
Q

xt
Q

管路の連続式と運動方程式

0



x
Q  0

2x
1 ||

3/4

2






















g
vv

f
R

vvngA
x
HgA

t
Q

ここで，

ｔ：時間(s)，Ｑ：流量(㎥/s)，ν：流速（=Q/A）(m/s)

ｘ：管底に沿った座標(m)，Ａ：流水断面積(㎡/s)

Ｈ：圧力水頭＋位置水頭

 
(管路の場合),位置水頭(開水路の場合) (m)

ｚ：管底高(m)，ｇ：重力加速度(m/s2)

ｎ：マニングの粗度係数(m-1/3s)

Ｒ：径深(m)，Δx：管路の流れ方向の長さ(m)，ｆ：局所損失係数

水槽および立坑部

S
P

P Q
dt

dH
A 

ここで，Ap：水槽の平面積（水位の関数となる）(㎡/s)

Hp：水槽水位(m)

Qs：水槽へ流入する流量の総和(㎥/s)，t：時間(s)

■
 

計算条件
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６．２  取水路の水理特性による水位変動

補機海水ポンプ室

補機海水ポンプ室

循環水ポンプ室

B’

B

７号炉取水路平面図

７号炉取水路
 

B－B‘断面図

補機冷却海水ポンプ

海水ポンプ渦流吸込レベル

T.M.S.L.-4.92m

■
 

６，７号炉取水路設備

補機海水ポンプ室

補機海水ポンプ室

A

A’

循環水ポンプ室

６号炉取水路平面図

６号炉取水路
 

A－A‘断面図

補機冷却海水ポンプ

海水ポンプ渦流吸込レベル

T.M.S.L.-5.24m

T.M.S.L+3.5m

取水路内貯留量：約3,000ｍ3

貯留堰内貯留量：約5,000ｍ3

取水路内貯留量：約4,000ｍ3

貯留堰内貯留量：約6,000ｍ3

貯留堰高さ

T.M.S.L.-3.5m

貯留堰高さ

T.M.S.L.-3.5m
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６．２  取水路の水理特性による水位変動（上昇側）

上昇側最大ケース

水 位

取水口前面
補機海水ポンプ

A系RSW
補機海水ポンプ

B系北RSW
補機海水ポンプ

B系TSW
補機海水ポンプ

B系南RSW
補機海水ポンプ

C系TSW

６号炉
日本海東縁部
（１領域モデル）

5.52 5.65 5.53 5.55 5.55 5.82

７号炉
日本海東縁部
（１領域モデル）

5.48 5.64 5.65 5.67 5.67 5.90

補機取水ピット（C系)TSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)

６号炉，７号炉について，入力津波による取水路内の各ポンプ位置における水位を検討した結果，最
 高水位はいずれもTSWポンプ位置におけるT.M.S.L

 
＋5.9m程度となった。

ポンプ位置での水位は，取水口前面の水位と大きくは変わらないことを確認した。

７号炉６号炉

補機取水ピット（C系)TSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)
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【参考】取水路の水理特性による水位変動（上昇側：海域の活断層）

上昇側最大ケース

水 位

取水口前面
補機海水ポンプ

A系RSW
補機海水ポンプ

B系北RSW
補機海水ポンプ

B系TSW
補機海水ポンプ

B系南RSW
補機海水ポンプ

C系TSW

６号炉
海域の活断層

（５断層連動モデル）
4.34 4.41 4.42 4.43 4.43 4.48

７号炉
海域の活断層

（５断層連動モデル）
4.33 4.86 4.65 4.61 4.62 5.01

補機取水ピット（C系)TSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)

海域の活断層のうち水位上昇側が最大となる５断層連動モデルを波源とする津波について，取水路の
 水理特性による水位変動を検討した。

６号炉，７号炉について，入力津波による取水路内の各ポンプ位置における水位を検討した結果，最
 高水位はいずれもTSWポンプ位置におけるT.M.S.L

 
＋4.5m程度となった。

ポンプ位置での水位は，取水口前面の水位と大きくは変わらないことを確認した。

７号炉６号炉

補機取水ピット（C系)TSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)
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補機取水ピット（B系南)RSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)

６．２  取水路の水理特性による水位変動（下降側）

７号炉

日本海東縁部（２領域モデル）

６号炉

日本海東縁部（２領域モデル）

補機取水ピット（B系南)RSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)

補機取水ピット（B系南)RSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)

ポンプによる取水が全体貯留量に及ぼす影響について確認した。


 

時刻歴波形から水位が貯留堰を下回る継続時間を算定。


 

貯留堰を下回る継続時間におけるRSWの取水量を計算。


 

取水路内および貯留堰内の貯留量と取水量を比較した。

貯留堰を下回る継続時間

（約１１分間）

貯留堰を下回る継続時間

（約１１分間）

（時間あたりの取水量）×（貯留堰を下回る継続時間）＝

 
（取水量）

全体貯留量

６号炉：約10,000ｍ３

７号炉：約8,000ｍ３

180m3/min
 

×
 

１１min
 

＝
 

1,980m3

＜
取水量に比べ貯留量には裕度があり，取水に対して影響がないことを確認した。

貯留堰高さ

-3.5m
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補機取水ピット（B系南)RSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)

補機取水ピット（B系南)RSW

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

0 30 60 90 120 150 180 210 240

時間（分）

水
位

(T
.M

.S
.L

.m
)

【参考】取水路の水理特性による水位変動（下降側：海域の活断層）

７号炉

海域の活断層（長岡十日町連動モデル）

６号炉

海域の活断層（長岡十日町連動モデル）

海域の活断層のうち水位下降側が最大となる長岡十日町連動モデルを波源とする津波について，取水路
 の水理特性による水位変動を検討した。

ポンプによる取水が全体貯留量に及ぼす影響について確認した。


 

時刻歴波形から水位が貯留堰を下回る継続時間を算定。


 

貯留堰を下回る継続時間におけるRSWの取水量を計算。


 

取水路内および貯留堰内の貯留量と取水量を比較した。

貯留堰を下回る継続時間

（約５分間）

貯留堰を下回る継続時間

（約７分間）

（時間あたりの取水量）×（貯留堰を下回る継続時間）＝

 
（取水量）

全体貯留量

６号炉：約10,000ｍ３

７号炉：約8,000ｍ３

6号炉：180m3/min
 

×
 

７min
 

＝
 

1,260m3

７号炉：180m3/min
 

×
 

５min
 

＝
 
900m3 ＜

取水量に比べ貯留量には裕度があり，取水に対して影響がないことを確認した。

貯留堰高さ

-3.5m



100

６．基準津波・入力津波の評価

６．１  入力津波

６．２  取水路の水理特性による水位変動

６．３  基準津波
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６．３  基準津波


 

取水口前面において最高水位及び最低水位となるケースにつ
 いて評価する。


 

策定位置は，施設や沿岸からの反射波の影響，大陸棚の斜面
 の影響が微少となる，水深１００ｍ（敷地の沖合約７ｋｍ）
 を選定した。

基準津波の策定位置において最高水位及び最低水位となる津波

水位 地震 組合せ
水位

T.M.S.L.（ｍ）

上昇側
日本海東縁部

（１領域モデル）
地震＋潮位 ＋２．９

下降側
日本海東縁部

（２領域モデル）
地震＋潮位 －４．０
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７．津波堆積物調査
７．１  新潟県内における津波堆積物調査に係る文献調査

７．２  調査地点選定

７．３  津波堆積物調査

７．４  解析結果との比較

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の
地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価
反映

（３．２検討方針にて記述）

７．津波堆積物調査
確認
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７．１  新潟県内における津波堆積物調査に係る文献調査

・加茂湖湖底からの試料において，深度約８ｍ～１７ｍで
 ６枚の異常堆積物を確認。

・堆積相の分析から地震・津波に関係した堆積物と評価。

斎藤ほか（1997）による佐渡
 

加茂湖における調査結果

市原ほか（2006）による新潟市
 

信濃川における調査結果

・信濃川河川敷において試料採取を実施。
・砂層中で認められるクライミングリップル※の成因を津波

 として評価している。
・1833年山形県沖の地震，もしくはそれ以前の津波堆積

 物である可能性が高いとしている。

※堆積物が供給された流れの中で形成される規則的な峰と谷から形成される微地形

 の一種。

・加茂湖湖底からの試料において，20 以上の砂層を確認。
・約9000 年間で26 回（平均すると約350 年に1 回の割

 合）の津波と推定されるイベント堆積物を認定。
・ただし，津波堆積物の認定に関してさらに詳細な検討が

 必要としている。

卜部（2013）による佐渡
 

加茂湖における調査結果

新潟県内沿岸における津波堆積物調査及び完新世堆積物調査に係る文献調査

加茂湖

泥炭中に砂層挟在
（西暦１５６５年ごろ）

斎藤ほか（1997）を編集

第8回新潟県津波対策検討委員会資料を編集
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【参考】国土交通省ほか
 

日本海における大規模地震に関する調査検討会
 報告書（平成26年９月）

日本海東縁部沿岸における津波堆積物調査地点
報告書より抜粋


 

国土交通省の検討会では，日本海東縁部沿岸にお
 ける津波堆積物調査地点として，新潟県内におい
 ては次の５地点が挙げられている。

・佐渡市
 

大野亀

・佐渡市
 

加茂湖

・佐渡市
 

春日崎

・村上市
 

岩船潟

・新潟市
 

角海浜


 

このうち大野亀及び春日崎の２地点については，
 津波堆積物に基づく津波高さが推定されている。
 （推定津波高さ＝津波堆積物基底標高＋２ｍ」）
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津波堆積物に基づく津波の推定波高
報告書より抜粋・加筆

新潟県内の
 データ

【参考】国土交通省ほか
 

日本海における大規模地震に関する調査検討会
 報告書（平成26年９月）
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【参考】新潟県
 

津波対策検討委員会（平成26年３月26日）
 

（継続審議中）

新潟県による津波堆積物検討地点

地点
津波堆積物

基底標高

佐渡市

大野亀 4.9ｍ

春日崎 4.1ｍ

加茂湖 0ｍ以下

真野 0ｍ以下

新潟市 角海浜 8～9ｍ

上越市 直江津 0ｍ以下

新潟市

角海浜

佐渡市

大野亀

佐渡市

加茂湖

佐渡市

春日崎
佐渡市

真野

上越市

直江津

● ●

●

●

●

●

▲

柏崎刈羽

原子力発電所


 

新潟県津波対策検討委員会報告地点


 

東京電力調査地点

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●枇杷島
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７．津波堆積物調査

７．１  新潟県内における津波堆積物調査に係る文献調査

７．２  調査地点選定

７．３  津波堆積物調査

７．４  解析結果との比較
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７．２  調査地点選定

井鼻

野積

下久知

谷浜

宮川

柿崎

米山

西中通

窪田

約100km

五ケ浜

枇杷島

柏崎刈羽原子力発電所


 

発電所周辺の本州側沿岸地域および佐渡島沿岸地域から，調査
 地点として，以下の１１地点を選定した。

【新潟県佐渡島沿岸】

佐渡市
 

下久知・窪田

【新潟県本州側沿岸】
 新潟市

 
五ケ浜

長岡市
 

野積・井鼻

柏崎市
 

宮川・西中通・枇杷島・米山

上越市
 

柿崎・谷浜


 

それぞれの地点で２～１０箇所，合計で５５箇所

において，試料を採取し，堆積物調査を実施した。

湿地や沼地等，堆積環境が長期的に安定していたと推定され
 る地点（過去，そのような環境下であったと推定できる地点
 を含む）

海との連絡が隔絶している砂丘間低地や沼地，溺れ谷や半閉
 鎖的な湾など堆積物の保存環境が良いと想定される地点

海岸線沿いや河口または河川沿いにおいて，津波が遡上した
 可能性のある地点


 

調査地点は，以下の事項を考慮して選定した。
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７．津波堆積物調査

７．１  新潟県内における津波堆積物調査に係る文献調査

７．２  調査地点選定

７．３  津波堆積物調査

７．４  解析結果との比較
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■イベント堆積物の分析・評価の流れ

採取した試料を観察し，粘土層や泥炭層中のイベント堆積物（主に砂層）を抽出

堆積物の層相観察の他，含有する微化石，粒度，地層の堆積年代を分析・測定

イベント堆積物※の堆積要因（津波，高潮，洪水，土石流等）を検討

津波起因の可能性が高い 津波以外の要因の
可能性が高い

津波起因の可能性がある

※ここでいうイベント堆積物は，津波以外にも，高潮，河川の洪水，土石流など環境の急変を示唆する地層
 であり，静穏な環境で堆積した泥炭層や粘土層中に挟在する，主として砂層もしくは泥層とした。

７．３  津波堆積物調査
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７．３  津波堆積物調査


 

イベント堆積物の分析・検討として，
 層相の観察，珪藻化石分析，粒度・

 粒子組成分析等を実施した。


 

佐渡島では，１地点（下久知：標高
 約１ｍ）のイベント堆積物を津波起
 因の可能性が高いと評価した[ 表中

 の□
 

] 。


 

本州側で２地点（井鼻：標高約3.5
 ｍ，西中通：標高約３ｍ及び約0.5
 ｍ），佐渡島で２地点（下久知：標
 高約４ｍ，窪田：標高約2.5ｍ）の

 イベント堆積物を津波起因の可能性
 があると評価した

 
[ 表中の□

 
] 。


 

宮川，枇杷島，米山，柿崎の４地点
 のイベント堆積物は，津波以外の要
 因の可能性が高いと判断した。


 

なお，津波起因の可能性の高い堆積
 物が確認された下久知地点近傍の加
 茂湖においては，斎藤ほか

 （1997）・卜部（2013）で，地
 震・津波に関係したと評価される堆
 積物が報告されている。
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井鼻:約3.5m

野積

下久知:約1.0m

谷浜

宮川

柿崎

米山 西中通：約0.5m，3.0m

窪田:約2.5m

約100km

五ケ浜

枇杷島 柏崎刈羽原子力発電所

：イベント堆積物があり，津波起因の可能性が高い

：イベント堆積物があり，津波起因の可能性がある

：イベント堆積物があるが，津波以外の要因の
可能性が高い

－：評価に適する堆積物が分布せず，評価できない 下久知:約4.0m


 

イベント堆積物の分析・検討の
 結果，佐渡島で１地点（下久

 知：標高約1.0m）のイベント
 堆積物について，津波起因の可
 能性が高いと評価した。


 

本州側で２地点（井鼻：標高約
 3.5m，西中通：標高約0.5，

 3.0m），佐渡島で２地点（下
 久知：標高約4.0m，窪田：標
 高約2.5m）のイベント堆積物
 について，津波起因の可能性が
 あると評価した。

７．３  津波堆積物調査（まとめ）

下久知地点の津波堆積物（Sk-1コア写真）
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７．津波堆積物調査

７．１  新潟県内における津波堆積物調査に係る文献調査

７．２  調査地点選定

７．３  津波堆積物調査

７．４  解析結果との比較
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７．４  解析結果との比較

地区

津波高さの記録がある

既往最大の歴史津波

（ｍ）

堆積物の分布標高

 （ｍ）

数値解析結果

想定津波群による最大

 津波高さ（ｍ）
波源

佐

 渡

 市

下久知
約４～５（両津）

（1833年天保山形沖）

１．０

４．０
１９．５

日本海東縁部

（１領域モデル）

窪田
約０．７～１．１（河原田）

（1993年北海道南西沖）
２．５ ５．７

日本海東縁部

（２領域モデル）

長

 岡

 市
井鼻

約２～３（出雲崎）

（1833年天保山形沖）
３．５ ８．１

日本海東縁部

（２領域モデル）

柏

 崎

 市
西中通

約1.５（柏崎）

（1964年新潟地震）

０．５

３．０
６．０

海域活断層

（５連動モデル）

数値解析により評価した津波高さは，津波起因の可能性が高いあるいは津波起因の可能性がある
 と評価したイベント堆積物の分布標高及び歴史津波を，十分に上回っていることを確認した。
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８．行政機関による津波評価に関する検討
８．１  国の検討会によるモデル
８．２  地方自治体によるモデル

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の
地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価
反映

（３．２検討方針にて記述）

７．津波堆積物調査
確認
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８．１  国の検討会によるモデル

日本海東縁部

付近断層（F30）

日本海東縁部

付近断層（F34）

F-D断層～高田沖断層

付近断層（F41）

佐渡島南方断層

付近断層（F40）

佐渡島棚東縁断層

付近断層（F38）

抽出した津波断層モデル（北陸～東北）津波断層モデル位置


 

国土交通省・内閣府・文部科学省による「日本海における大規模地震に関する調査検討会
 

報告書（平成26年９月）」
 （以下，「検討会」という）において，日本海における最大クラスの津波断層モデルの設定に関する検討結果が示さ

 れた。


 

検討会モデルの中から，柏崎刈羽原子力発電所への影響が比較的大きい津波断層モデルを抽出して，数値シミュレー
 ションを行い，発電所における当社評価水位と比較した。
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８．１  国の検討会によるモデル

領域 波源 Mw L(km) W(kｍ） θ(°) d(km) δ(°) λ(°) D(m)

海域活断層

東京電力

 佐渡島棚東縁断層

土木学会手法 7.1 37 18 209 0 55 90 2.5

強震動予測レシピ 6.9 37 21 209 0 55 90 1.2

検討会

 Ｆ３８
7.5 62.6 23.6 209 1.3 45 95 3.89

東京電力

 佐渡島南方断層

土木学会手法 6.9 29 19 0 0 45 62 1.7

強震動予測レシピ 6.9 29 24 0 0 45 62 1.1

検討会

 Ｆ４０
7.2 

14.7 18.9 26
1.6

45 84
2.80

27.7 18.9 338 45 66

東京電力

 Ｆ－Ｄ断層～高田沖断層

土木学会手法 7.3 55 26 55 0 35 96 2.6

強震動予測レシピ 7.4 55 30 55 0 35 96 2.6

検討会

 Ｆ４１
7.6 

51.5 22.7 37
1.9

45 76
4.66

34.1 22.7 55 45 102

東京電力

 ５断層連動モデル

佐渡島南方断層

土木学会手法 8.0 

29 21 0 0

 2.5

 5.0

45 62

7.7Ｆ－Ｄ断層～高田沖断層 55 26 55 35 96

親不知海脚西縁断層～魚津断層帯 72 26 30 35 90

佐渡島南方断層

強震動予測レシピ 8.0 

29 24 0 0

 2.5

 5.0

45 62

7.1Ｆ－Ｄ断層～高田沖断層 55 30 55 35 96

親不知海脚西縁断層～魚津断層帯 72 30 30 35 90

日本海東縁部

東京電力

 日本海東縁部１領域モデル

土木学会手法 8.2 230 30，21，17
20±10, 
200±10

0

 2.5

 5.0

30，45，60 90 9.6，13.5，16.6

強震動予測レシピ 8.1，8.2，8.4 230 23，28，40
20±10, 
200±10

60，45，30 90 8.4，10.3，14.6

東京電力

 日本海東縁部２領域モデル

土木学会手法 8.4 350 30，17 8，188 30，60 90 15，25

強震動予測レシピ 8.3，8.6 350 23，40 8，188 60，30 90 13，22

検討会

 Ｆ３０
7.8 

96.1 19.3 202
1.3

45 98
6.00

56.5 19.3 247 45 120

検討会

 Ｆ３４
7.7 

71.9 19.7 211
1.1

45 106
5.45

52.0 19.7 197 45 97

断層パラメータの比較
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８．１  国の検討会によるモデル

検討会モデルによる数値シミュレーションの結果は，

いずれも，当社想定を下回ることを確認した。

数値シミュレーション結果

取水口前面の水位
最高水位

（T.M.S.L.[m]）

最低水位

（T.M.S.L.[m]）

検
 討
 会

Ｆ３８ ＋２．９ －２．２

Ｆ４０ ＋２．６ －１．８

Ｆ４１ ＋３．５ －２．６

Ｆ３０ ＋２．０ －２．０

Ｆ３４ ＋３．２ －２．２

当社評価 ＋６．０ －５．３

日本海東縁部

付近断層（F30）

日本海東縁部

付近断層（F34）

F-D断層～高田沖断層

付近断層（F41）

佐渡島南方断層

付近断層（F40）

佐渡島棚東縁断層

付近断層（F38）
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８．行政機関による津波評価に関する検討

８．１  国の検討会によるモデル

８．２  地方自治体によるモデル
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８．２  地方自治体によるモデル

最大規模の地震
想定位置

断層長さ マグニチュード

北海道
 

(2013) － （M7.8） 北海道南西沖など

青森県
 

(2013) － Mw7.9 青森県西方沖

秋田県
 

(2013) 350km Mw8.7 青森県西方沖～佐渡島北方沖

山形県
 

(2012) － （ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ8.5） 佐渡島北方沖

新潟県
 

(2014) － Mw8.09 佐渡島北方沖

富山県
 

(2012) － － －

石川県
 

(2012) 167km Mw7.99 佐渡島北方沖

福井県
 

(2012) 167km Mw7.99 佐渡島北方沖

鳥取県
 

(2012) 222km Mw8.16 佐渡島北方沖

島根県
 

(2012) 223km Mw8.01 佐渡島北方沖

（参考）

既往最大の地震
131km Mw7.84

1993年北海道南西沖地
 震

地震調査研究推進本部（2003）の領域区分


 

日本海東縁部における既往最大の地震は，1993年北海道南西沖地震（断層長さ131km，Mw7.84）。


 

既往最大規模相当を想定した自治体は，北海道・青森県。


 

既往最大を上回る地震規模を想定した自治体は，秋田県・山形県・新潟県・石川県・福井県・鳥取県・島根県。


 

最も地震規模が大きいモデルは，秋田県の断層長さ350km，Mw8.7。
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８．２  地方自治体によるモデル

取水口前面の水位
最高水位

（T.M.S.L.[m]）

最低水位

（T.M.S.L.[m]）

秋田県 ＋３．９ －４．１

新潟県
＋３．２ －３．３

＋４．０ －２．３

鳥取県 ＋２．８ －２．７

島根県 ＋２．３ －２．２

当社評価 ＋６．０ －５．３

自治体が日本海東縁部に想定した波源の概要


 

日本海東縁部の地震に関する行政機関の津波想定のうち，日
 本海東縁部に規模の大きい波源を想定したもの（Mw８以

 上）としては，秋田県のモデル，新潟県のモデル，鳥取県の
 モデル，島根県のモデルがある。


 

当該モデルを用いて数値シミュレーションを行い，発電所に
 おける当社評価水位と比較した。

秋田県（Mw8.69）

鳥取県（Mw8.16）

島根県（Mw8.01）

地震調査研究推進本部（2003）に加筆

新潟県３連動（Mw8.09）

▲柏崎刈羽原子力発電所

自治体モデルによる数値シミュレーションの結果は，
 いずれも，当社想定（最高水位T.M.S.L.＋6.0m ，

 最低水位T.M.S.L.－5.3m）を下回ることを確認した。

新潟県南西沖（Mw7.75）

３連動地震

新潟県

 南西沖地震※

※
 

農林水産省ほか（1996）による想定域D



122

９．津波による海底地形変化
９．１  津波による海底地形変化の検討方針

９．２  検討結果

３．地震による津波

２．文献調査

３．３ 敷地周辺海域の
活断層による津波

３．４ 日本海東縁部の

地震による津波

４．地震以外の要因による津波

４．１ 海底地すべり
による津波

４．２ 陸域の斜面崩壊

４．３ 火山現象による津波

５．地震による津波と地震以外の要因による津波の組合せ

６．基準津波・入力津波の選定

９．海底地形変化 ８．行政機関による津波評価
反映

（３．２検討方針にて記述）

７．津波堆積物調査
確認
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９．１
 

津波による海底地形変化の検討方針
 （１）検討概要


 

津波の水位変動以外の事象に対する評価として，津波に
 伴う砂移動について，数値シミュレーションを実施する。


 

数値シミュレーションは，藤井ほか（1998）および高
 橋ほか（1999）の手法に基づき，津波の挙動とそれに
 伴う砂移動を同時に計算した。


 

検討フローは右図のとおり。


 

検討対象は，基準津波の４ケース，解析時間は４時間と
 した。
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９．１
 

津波による海底地形変化の検討方針
 （２）基礎方程式・計算条件

Z：水深変化量(m)

t：時間(s)

x：平面座標(m)

Q：単位幅，単位時間当たりの掃流

 砂量(m3/s/m)

τ*：シールズ数

σ：砂の密度

s：σ/ρ－１

d：砂の粒径(中央粒径)

g：重力加速度(m/s2)

ρ：海水の密度(g/cm3)

U：流速(m/s)

D：全水深(m)


 

藤井ほか（1998）および高橋ほか（1999）の方法を下表に示す。


 

海底砂の物性値・粒度分布は以下のとおりであり，高橋ほか（1999）の手法では，浮遊砂濃度の上限値を１％に
 設定した。

項目 設定値 設定根拠

密度ρ ２.６９ｇ/ｃｍ3 敷地前面海域の浚渫砂における物理特性試験結果

中央粒径ｄ ０.２７ｍｍ 敷地前面海域の浚渫砂における物理特性試験結果

空隙率λ ０.４ 高橋ほか（１９９２）

M ：U×D(m2/s)

n：Manningの粗度係数(=0.03m-

1/3s)

w：土粒子の沈降速度(Rubey

 式より算出)(m/s)

Cs：浮遊砂体積濃度（浮遊砂

 濃度連続式より算出）

α：局所的な外力のみに移動

 を支配される成分が全流砂

 量に占める比率(=0.1)

C：浮遊砂濃度(kg/m3)

Cb：底面浮遊砂濃度(kg/m3)

kz：鉛直拡散係数(m2/s)

海底砂の粒度分布

0
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９．津波による海底地形変化

９．１  津波による海底地形変化の検討方針

９．２  検討結果



126

９．２  検討結果

基準津波を評価対象として，砂移動の数値シミュレーションを実施した結果のうち，取水口前面の
 最終堆積高を下表に示す。

取水口前面における砂の堆積厚さの最大は，３号炉取水口前面の約0.8ｍ（取水路横断方向の平均
 値）。

６／７号炉取水口前面の最大値は，７号炉取水口前面の約0.6m（取水路横断方向の平均値）。

※
 

高橋ほか（1999）における海水中の浮遊砂濃度の上限値は1%

※
 

取水口前面の堆積高は，
 

取水路横断方向の堆積厚さの平均値とした

取水口付近の堆積厚さは最大でも約0.8mであり，取水口が閉塞するおそれはないことを確認した。
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９．２  検討結果

７号炉取水口前面
平均堆積高０.１ｍ

６号炉取水口前面
平均堆積高０.１ｍ

専用港湾内
最高堆積高０.７ｍ

７号炉取水口前面
平均堆積高０.１ｍ

６号炉取水口前面
平均堆積高０.１ｍ

専用港湾内
最高堆積高０.９ｍ

７号炉取水口前面
平均堆積高０.１ｍ

６号炉取水口前面
平均堆積高０.１ｍ

堆積高０.９ｍ

専用港湾内
最高堆積高１.２ｍ

７号炉取水口前面
平均堆積高０.２ｍ

６号炉取水口前面
平均堆積高０.１ｍ

堆積高１.５ｍ

専用港湾内
最高堆積高２.８ｍ

水位下降側・海域活断層 水位下降側・日本海東縁部

■
 

藤井ほか（1998）の手法による堆積侵食分布（最終地形）

水位上昇側・海域活断層 水位上昇側・日本海東縁部
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９．２  検討結果

７号炉取水口前面
平均堆積高０.３ｍ

６号炉取水口前面
平均堆積高０.２ｍ

専用港湾内
最高堆積高１.７ｍ

堆積高１.２ｍ

堆積高１.７ｍ

専用港湾内
最高堆積高１.７ｍ

６号炉取水口前面
平均堆積高０.３ｍ

専用港湾内
最高堆積高１.７ｍ

堆積高１.０ｍ

７号炉取水口前面
平均堆積高０.４ｍ

６号炉取水口前面
平均堆積高０.３ｍ

堆積高１.７ｍ

水位上昇側・海域活断層

水位下降側・海域活断層 水位下降側・日本海東縁部

７号炉取水口前面
平均堆積高０.３ｍ

６号炉取水口前面
平均堆積高０.２ｍ

水位上昇側・日本海東縁部

７号炉取水口前面
平均堆積高０.６ｍ

■
 

高橋ほか（1999）の手法による堆積侵食分布（最終地形）
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